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平成 25 年度教職大学院派遣研修研究報告書 

派遣者番号 25K21 氏 名 桜井 伸一 

研究主題 

―副主題― 
都立高等学校総合学科を対象とした「産業社会と人間」の指導体制に関する研究 

所属校 都立町田総合高等学校 派遣先 早稲田大学教職大学院 

 

項 目 内 容 

Ⅰ 研究の目的 平成 24 年に報告された文部科学省委託事業「総合学科の在り方に関する調

査研究」によれば、「産業社会と人間」の指導体制について、多くの学校では

１年次の担任の関わりが大きいこと、運営の課題として「教員の負担感が強

い」、「前例踏襲の指導計画で展開されており改善が図られていない」などの課

題が指摘されている。 

「総合学科の在り方に関する調査研究」より３年前に行われた、文部科学省

による「総合学科、学校設定科目『産業社会と人間』に関する調査」によれば、

指導等においての改善・充実策について、「各学校において、『産業社会と人間』

に関する委員会等の研究・推進組織を設けた方がよい」、「各学校において『産

業社会と人間』の専任教員を設けた方がよい」という調査結果が出されている。 

両者の調査の間には、３年の月日が流れているが、教員の負担感や前例踏襲

の指導が新たに指摘される一方で、研究・推進組織や専任教員の設置などの課

題が解決されない状況への疑問が残る。そのため本研究では、研究・推進組織

や専任教員が、教員の負担感や前例踏襲の指導計画の改善にどう機能している

かを調査し、研究・推進組織や専任教員の在り方を考察することが目的である。 

 

Ⅱ 研究の方法 １ インタビュー調査の対象者の決定 

研究の成果が東京都に還元されるという趣旨から、東京都立全日制総合学科

において、研究・推進組織と専任教員が機能している学校の中から、開校より

17 年が経過し、実践の蓄積が豊富で他の都立総合学科の設立時にモデル校と

されたＡ校を選択し、同校の研究・推進組織の専任教員であるＢ氏を対象者と

し、インタビュー調査を行った。 

２ 質問項目の設定 

 研究の目的を達成するため、以下の質問項目を設定した。 

（１）「研究・推進組織の成り立ちから現状までについて」 

（２）「専任教員の職務について」 

 （１）及び（２）については、教員の負担感や前例踏襲の指導計画の改善と

の関連で質問項目を構成した。 

３ 調査結果の分析 

 インタビュー調査結果から、研究・推進組織や専任教員の在り方が、教員の

負担感や前例踏襲の指導計画の改善にどう機能しているのか明らかにしてい

く。 
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Ⅲ 研究の結果 １ 研究・推進組織の成り立ちから現状までについて 

Ａ校では、「産業社会と人間」委員会が研究・推進組織に当たり、１年次担 

任６名及びＢ教諭を含む担任以外の教員６名、合計 12名で構成されている。 

（１）平成 23 年以降、「産業社会と人間」委員会（以下「産社委員会」とす

る）の管轄は、進路指導を担当する相談部である。 

（２）平成 22年まで、「産社委員会」を管轄していたのは、総合学科独自の 

教育を推進する研究部であった。しかし、「産業社会と人間」に進路指導

と関連した学習内容があることから、相談部に管轄の一部分を委譲したの

である。 

（３）「産業社会と人間」の授業において、科目選択指導では教務部、ライフ

プラン発表会では研究部の支援が必要である。そこで、教務部及び研究

部に所属している教員が、「産社委員会」委員を兼任している。 

２ 専任教員の職務について 

 専任教員にあたるＢ氏の主な職務は以下のようなものであった。 

（１）「産社委員会」の所属教員に対して指導・助言に当たる。 

（２）科目選択指導における進路相談では、その統括を、研究部に所属する進

路相談の専門家に委ねる。 

Ⅳ 考察 以上の研究結果より以下の考察を行う。 

１ 研究・推進組織の成り立ちから現状までについて 

（１）「産社委員会」の管轄が相談部であるため、３年間の進路指導計画に基 

づく指導が期待でき、前年踏襲といった課題が回避されると考えられる。 

（２）専門性の高い分掌が関与することで、教員の負担感を軽減し授業が展開

できると思われる。 

（３）専門性の高い分掌が関与することで、授業内容の刷新や授業展開の効率

化が図られるのではないのだろうか。 

２ 専任教員の職務について 

（１）「産社委員会」の企画・運営にＡ校において「産業社会と人間」に継続

的に関わったＢ氏が関与することで、「産業社会と人間」の趣旨に準拠し

た授業の刷新や運営の効率化が実現すると思われる。 

（２）進路相談において、担任がＡ校でキャリアカウンセラーを担当している

進路相談の専門家に支援を受けることができるため、担任の負担感の軽減

につながっていると考えられる。 

以上、Ａ校における、研究・推進組織や専任教員の在り方が、「産業社会と 

人間」の課題であった教員の負担感や前年踏襲といった課題に一定の効果を

上げていることが明らかになった。今後は、こうしたＡ校の取組を汎用性の

あるものとして伝えていく必要がある。 

 

 


